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要旨：２００８年１月から１２月の間に当院で手術治療した大腿骨近位部骨折３４例の合併症，入院期間，

予後を調査し本骨折の問題点を検討した．術前の合併症がない症例が４例，術後合併症を生じた症

例は１１例，平均入院期間は４０．１日であった．転帰は自宅退院８例，転科６例，転院２０例であった．

そのうち地域連携パスでの転院は８例であった．本骨折の治療は，手術器械の進歩，麻酔科の協力，

地域連携パス導入などにより治療体系が進歩してきたように考えられるが，年齢，合併症の有無，

生活環境など今後の課題となる要因がある．大腿骨近位部骨折は可及的早期に手術を行い，早期離

床，ADL の低下を防ぐことを目指すことが理想であるが，今後も医療技術の向上により手術適応

は拡大していくことが予想され，全身状態や治療終了後の QOL まで十分に検討したうえで治療を

行っていく必要がある．

は じ め に

近年，高齢化社会を背景に大腿骨近位部（頚

部，転子部）骨折の発生頻度が増加している．

元々，高齢者は内科疾患を有していることが多

く，術後に合併症を併発し入院が長期間に及ぶ

ことがあり，時に生命予後不良に陥る例もあ

る．今回当院で手術を施行した大腿骨近位部骨

折の合併症，入院期間，予後を調査し，本骨折

治療の問題点を検討した．

対象と方法

対象は２００８年１月から同年１２月に当院で手術

加療を行った大腿骨近位部骨折手術症例３４例で

ある．内訳は男性８例，女性２６例，平均年齢は

７４．１歳（３３歳～８６歳），転子部骨折が１５例，頚

部骨折が１９例であった．治療法の内訳は頚部骨

折に対して人工骨頭１５例，Hansson pin３例，

CHS１例であった．転子部骨折に対しては γ

nail１０例，CHS４例，PFNA１例であった．後

療法は骨折型，術式を問わず，原則として術翌

日から起座位，術後３日目から車椅子移乗，リ

ハビリ開始し疼痛自制内での荷重開始とした．

これらについての入院期間，治療に影響を与え

た合併症，転機・予後を調査した．

結 果

入院期間は１１日から１００日で平均入院期間は

４０．１日であった．手術までの平均待機日数は６．９

日であった．術前の合併症がない症例が３４例中

４例，術後合併症を生じた症例は３４例中１１

例，２００９年２月時点で死亡が確認された症例は

４例，死亡原因は原病の悪性腫瘍の悪化が２

例，肺炎が２例であった．尿路感染症３例，創

部感染１例，イレウス１例が入院期間延長の原

因となった主な術後合併症であった．転帰は自

宅退院８例，転科６例，転院２０例であった．そ

のうち当院で２００８年より採用している地域連携

パスでの転院は８例であった．入院期間延長の

原因となった要因は透析などの合併症によって
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転院施設が限定されたこと，認知力，ADLの

低下により家族の受け入れが困難であったこと

などであった．

以下当院で治療に難渋した症例を提示する．

症 例 提 示

症例１：８３歳，女性

現病歴：２００８年１１月に自宅内で転倒した．歩行

困難となったため当科に救急入院となった．

既往歴：再生不良性貧血，慢性心不全，認知症

入院時現症：右大腿部に圧痛があり，歩行困難

であった．

入院時採血：Hgb５．２�/dl，Hct１６．９％，Plt０．８

×１０４／µlと血球減少が著明であった．

単純 X線：右大腿部転子部骨折（Evans分類

type�Group３）であった．（図－１）

入院後経過：入院日より手術まで合計 RCC１２

U，PC９０U投与し術直前の採血で Hgb７．７�/dl,

Hct２２．４％，Plt１０．３×１０４／µlまで回復させ，第

６病日に観血的骨接合術（γ nail）を施行した

（図－２）．術後，出血が多く，後療法が遅れ

たが，術後５日目で離床することができた．認

知症が入院時と比較して進行したが術後リハビ

リを行い術後７日目で荷重開始した．術後１８日

目で意識状態低下認め，精査したところ肺炎を

発症したため内科に転科した．術後２３日目で永

眠した．

Evans type� Group３

図－１ 右大腿骨転子部骨折

図－２ γ nail 施行
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症例２：６９歳，女性

現病歴：２００８年１１月に自宅内で転倒受傷し近医

受診した．合併症のため当科紹介受診となっ

た．

既往歴：僧房弁閉鎖不全症（弁置換術後），慢

性心不全，糖尿病（インスリン１００単位／日使用

し，HgbA1c１１．０�/dl）

内服薬：ワーファリン５．５�，ジギタリス他．
入院時現症：左大腿部に圧痛があり，歩行困難

であった．

単純 X 線：左大腿部頚部骨折（Garden 分類

stage�）であった（図－３）．
入院後経過：術前にワーファリン５．５�内服し
ていたためヘパリン置換し，血糖コントロール

では強化インスリン療法施行し全身状態評価し

第５病日に人工骨頭置換術をした（図－４）．

術直後より出血多く，貧血進行したため後療法

が遅れた．術後４週で杖歩行となり，自宅退院

予定であったが，術後５週目で発熱，尿量減少

を認めショック状態となり当院救命救急セン

ターに転科となった．全身状態改善し当科に再

転科しリハビリ再開し，術後８週目で退院と

なった．

考 察

２００７年の日本整形外科学会骨粗鬆症委員会の

大腿骨近位部骨折の治療状況調査では，平均入

Garden type�

図－３ 左大腿骨転子部骨折

図－４ 人工骨頭置換術施行
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院日数（保存療法を含む）は４２．３日であり当院

と大きな差はない．同調査の受傷から手術まで

の平均日数は５．０日であるのに対し，当院は６．９

日であった．当院は紹介患者が多く，合併症精

査に時間を要する症例があったことが日数延長

の原因である．

大腿骨近位部骨折の治療は，手術器械の進

歩，麻酔科の協力，地域連携パス（以下 CP）

導入などにより治療体系が進歩してきたように

考えられる．CPは病院の壁を越え，診断，治

療，リハビリテーションまでを診療ガイドライ

ンに沿って作成する一連の地域診療計画であ

り，２００６年の診療報酬改訂により認証された．

金井の報告では CP導入した際には平均在院日

数が１２．３日短縮し有意に平均在院日数を減らす

効果があると報告している２）．しかし森島らの

報告では早期から術後の状態を予想することが

困難な症例もありバリアンス評価を行い，CP

を改訂する必要があると報告している３）．また

当院のような急性期病院の在院日数は大きく減

少しても連携先をも含めた総在院日数を減少さ

せることは容易ではない４）．当科でも CPを利

用する症例を蓄積し改訂していく必要がある．

一方で大腿骨近位部骨折の治療で，年齢・合

併症の有無・生活環境など今後の課題となる要

因が存在する．田中らの報告では後療法阻害因

子の合併症について痴呆やうつなどの精神疾

患，加齢に伴う変性疾患，内科合併症を挙げて

いる５）．当科でも治療に難渋する症例は少なか

らず存在し，今回提示した症例の問題点は症例

１では大量輸血が必要となったハイリスク症例

であった点と肺炎の予防など周術期管理が必要

であった点であり，症例２の問題点としては抗

凝固療法中の周術期管理が難渋した点と尿路感

染症から敗血症となった点であった．

高齢社会となり，虚弱老人が増加する中，高

齢者の骨折は増え続けている．大腿骨近位部骨

折は可及的早期に手術を行い，早期離床，ADL

の低下を防ぐことを目指すことが理想である．

今後も医療技術の向上により手術適応は拡大し

ていくことが予想される．ともすれば手術治療

技術だけに目がいきがちであるが，やはり医療

を行う上では，高齢者全体を総合的に捉えた全

人的医療を心がける必要がある．今後，大腿骨

近部骨折も含めた骨折医療を支えるためには手

術技術も重要であるが，それだけではなく，予

防や疫学，医療システム，高齢者を取り巻く環

境，福祉，介護など多方面の研究が必要であ

る１）．

結 語

当院における大腿骨近位部骨折術後合併症の

検討を行った．今後も医療技術の向上により手

術適応は拡大していくことが予想されるが，治

療ゴールを設定していくことが重要である．
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